
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

※　人件費には、特別職・議員および各種行政委員らの非常勤特別職の給料、報酬を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、「地方公務員給与実態調査」による２８年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており

職員数には当該職員を含んでいません。

 (3)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を団純平均したものです。

期末・勤勉手当

28 495,623

交野市の給与・定員管理等について　　（29年度）

（参考）人 件 費 率

27年度の人件費率Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　％

区　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（29年1月1日現在）

28

年度 　　　　　千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

4,873,555

　　　　　千円

実 質 収 支

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　千円

　　Ａ

18.7

　　　　　　％

21.0426,99023,240,669

（参考）類似団体平均

年度

人　

区　分 職員数

77,876

474

人 千円

給　 料

1,804,026

（参考）一人当たり

給与費 B/A

千円

6,455

千円

職員手当

760,127

　　計　Ｂ

3,059,776 6,193

千円　　　　　千円

一人当たり給与費

千円

95

100

交野市 類似団体平均 全国市平均

（H26.4.1）

98.6

（H27.4.1）

97.5

（H28.4.1）

99.1（H27.4.1）

98.7
（H28.4.1）

98.5

（H26.4.1）

97.7

（H26.4.1）
97.4

（H27.4.1）

97.9

（H28.4.1）

99.6 （H29.4.1）

99.0
（H29.4.1）

98.6

（H29.4.1）

99.1
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※ 平成２９年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で

上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

(4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し   

［　実施　］

　実施内容　

②地域手当の見直し  

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国基準１０％に対し、本市においても１０％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年度４月１日時点は５％、 

給与改定後は平成２７年４月に遡及し７％、平成２８年４月１日より１０％を支給。

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

１ 「平均給料月額」は、職種ごとの職員の基本給の平均。
２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされて
いるもの。
３ 「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当
等を除いたもの）で職員給与を再計算したもの。

国

41.4

410,719

類似団体

434,359大阪府

（国比較ベース）

380,723

415,256

区　　分 平均給与月額

318,350 391,704

平均給料月額

330,53143.6

311,581 391,382 356,601

41.2交野市

―

２％の給与減額措置が平成２８年３月末で終了したため。

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合
の見直し等に取り組むとされています。

（給料表の改定実施時期）
　平成２７年４月１日
（内容）
  国と同様に見直しを実施。
　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成
３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

42.3 324,082

平均給与月額平 均 年 齢

 

平成 26 年度の

支給割合 

平成 27 年度の支給割合 
平成 28 年度の 

支給割合 

平成 29 年度の

支給割合 
4 月 1 日時点 遡及改定後 

国基準による 

支給割合 
３％ ５％ ７％ １０％ １０％ 

本市の支給割合 ３％ ５％ ７％ １０％ １０％ 
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　　　　②技能労務職

※ 「類似団体」の「職員数」欄は、平均職員数です。

※ 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成26～28年の３ヶ年平均）

 なお、民間データの調査対象者は、月に18日以上雇われた者であれば日々雇用者や期間の定めがある者も含まれています。

※ 　技能労務職の職種と民間の職種などの比較にあたり、年齢、業務内容、経験年数、雇用形態などの点において完全に一致して

いるものではありません。

（注） １ 「平均給料月額」とは、２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給を平均した額です。

　　　　

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当の合計です。

（2) 職員の初任給の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（注）　１ 学校を卒業後、すぐに採用された場合の額です。

２ 初任給は、給与抑制措置を行う前の額です。

３ 大阪府及び国の額は、一般行政職の額です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

交野市

参　考

―

41.7歳 277,100円

―

区　　分

345,220円 389,260円

377,924円

A／B
平均給与月

額
（B）

1.49

293,000円45.7歳 1.70

―

―314,745円

15人

23人

50.6歳 ―

―

328,360円

―

その他

11人

大阪府 555人

2722人

26人50.3歳

146,500

区　　　　　分

類似団体

国

うち学校給食員

51.4歳

52.3歳

374,740

180,800

350,460

国

178,200

高　校　卒

429,460

365,400

146,100

経験年数２５年

大　阪　府

49人

402,008円 ―

412,283円

平均年齢

48.2歳

職員数
(国比較ベース)

396,207円343,910円

廃棄物処理業従業
員

412,455円358,282円

393,049円336,183円

―

調理士

449,239円

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

364,984円

286,833円

358,180円

395,927円

―

325,366円

高　校　卒

高　校　卒

区　　　　分

262,317
一般行政職

大　学　卒

交　野　市

技能労務職

305,000

307,675

対応する民間平均給与月
額

（A）
平均年齢

公　務　員

の類似職種

民　　　間

うち清掃職員

50.1歳

497,634円

平均給与月額
平均給料月額

52.2歳

全　職　種

大　学　卒

経験年数２０年

373,836

161,700

－

191,700

337,700

328,929

経験年数３０年

－

経験年数１０年
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２９年４月１日現在）

（注） １ 交野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への人事評価の活用状況(交野市)

イ　人事評価を活用している

ロ　人事評価を実施していない

未定

昇給実績がある
区分

昇給可能な区分

〇

昇給実績がある
区分

〇

未定

上位、標準、下位の区分

円

円

409,400

円

円

％

％

円

301,800

一般職員

％

円円

％

467,800

261,100

標準の区分のみ(一律)

平成２９年４月２日から平成３０年４月１日
までにおける運用

管理職員

5.9

271,200

円

349,200

33.0

35

90 ％

最高号給の給料月額

円

円

円

150,500

380,200

227,900

構成比

円

％

444,100

１号級の給料月額

課長の職務

12 人

16.5人

人４　　級 36

６　　級

７　　級

341,400

％

4.4

人

５　　級 人

主任の職務

活用している昇給区分 昇給可能な区分

活用予定時期

人

上位、標準の区分

区　　分 標準的な職務内容

39

16

係長の職務

45

職員数

人

14.3

２　　級

2級以上に格付されない職員の職務１　　級

３　　級

理事及び部長の職務

次長の職務

課長代理の職務 13.2

円

392,200

303,400

12.8

370,500

円

標準、下位の区分

１級

33.0%

１級

33.1%
１級

32.3%

２級

16.5%
２級

15.1%

２級

17.3%

３級

14.3%
３級

13.5%

３級

14.9%

４級, 13.2% ４級, 15.0% ４級, 10.9%

５級, 12.8% ５級, 12.8%
５級, 10.1%

６級, 4.4% ６級, 4.9%
６級, 5.6%

７級, 5.9% ７級, 5.6% ７級, 8.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２８年度支給割合） （２８年度支給割合） （２８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  5～20％ 役職加算  5～20％ 役職加算  5～20％

管理職加算 10～25％ 管理職加算 10～25％

（注）　１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２ 支給割合などは標準的なものです。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（交野市）

イ　人事評価を活用している

（2) 退職手当（２９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に対して普通会計から支給された平均額です。

 (3) 地域手当（２９年４月１日現在）

％ 人 ％

 （注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

　（補正前のラスパイレス指数×（１+当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。） 

大　阪　府

平成２９年度中における運用 管理職員

1.45

1.70 1.70

0.801.45

活用予定時期

1.702.60

交　野　市

381,156

49.59

（勧奨退職者に限り　2％～20％）

41.325

支給対象地域 国の制度（支給率）

　　　９９．０
　　　（９９．０）

支給対象職員数

193,627支給実績（２８年度普通＜一般＞会計決算）

41.325

49.59

地域手当補正後ラスパイレス指数
(ラスパイレス指数)

　円

20.445

支給可能な
成績率

支給実績がある
成績率

49.59

20.445

34.5825

25.55625

49.59

25.55625

29.145

交　野　市

1.45

29.145 34.5825

上位、標準、下位の成績率 〇 〇

標準、下位の成績率

全地域

327

千円

１人当たり平均支給額（２８年度）

1,604

支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

支給率

0.80

49.59

22,847

10

１人当たり平均支給額（２８年度）

国

49.59

2.60

0.80

―

国

10 508

支給可能な
成績率

支給実績がある
成績率

1,694

〇

〇

活用している成績率

上位、標準の成績率

2.60

一般職員

標準の成績率のみ(一律)

ロ　人事評価を活用していない
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 (4) 特殊勤務手当（２９年４月１日現在）

千円

　円

　％

※H21.4.1から、手当の種類、金額の見直しを行いました。

 (5) 時間外勤務手当

千円

　円

千円

　円

 （注） 職員１人あたり平均支出額を算出する際の職員数は、「支給実績（各年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を

含む。

感染症が発生又は発生する恐れがある場合に防疫作業等に
従事した職員

水火災出動した職員

日額３００円

１件当たり１，０００円

１件当たり５００円

左記職員に対する支給単価

機関業務（車輌等の整備、点検作業）に従事した職員

救急出動した職員

犬、猫等の死獣処理作業に従事した職員

１当務当たり７００円

支給実績
（28年度決算）

１当務当たり２００円

日額２００円

汚物の収集、処理作業従
事手当

9,121

行旅病死人収容護送作業
従事手当

感染症防疫作業従事手当

主な支給対象業務及び職員

－

１１千円

手当の種類（手当数）

30.5

－

消防職員業務従事手当

３９千円

手当の名称

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

死獣処理作業従事手当

79,054

58,845

職員全体に占める手当支給職員の割合（２８年度）

３７８千円

１３千円

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

市税、国保料等の実地徴収に従事した職員

社会福祉事務従事手当

１件当たり２００円

収集　日額５００円
処理　日額３５０円

２２千円

230,478

薬剤散布作業に従事した職員

有害危険物取扱業務従事
手当

公の保護を受ける者等の住居を訪問して実地に調査、指導
を行った職員

支給実績（２８年度普通＜一般＞会計決算）

支給実績（２７年度普通＜一般＞会計決算）

250,613

13

支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

１回当たり４５０円

ごみなどの収集、処理に従事した職員 ３，０４９千円

支給実績（２８年度普通＜一般＞会計決算）

市税等事務従事手当

行旅病死人の収容護送作業に従事した職員

交替制勤務として夜間勤務に従事した職員

３４千円

１件当たり３００円

３，１２８千円

２，２９２千円

91,223

日額１５０円

救急救命士の資格を有し、その業務に従事した職員

１０４千円

１件当たり１００円

日額１００円
消防法に規定する危険物、ボイラー、水質検査等を行うた
め塩酸、硫酸等の有害物を取扱う業務に従事した職員

薬剤散布作業従事手当

6



（6) その他の手当（２９年４月１日現在）

円 千円 円

円

28給実　普通会計

(12表（ロ）行+ク行＋マ行の計)

円 223人

千円 円

28給実　普通会計

87人

交通機関利用者　 千円 円

28給実　普通会計

交通用具等利用者 同 342＋再任用23人

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

円

円 異 千円 円

円 28給実　普通会計

円 132人

円

円

同 ― 千円 円

普通会計　63人

同 ― 千円 円

普通会計　50人

24,596

79,000

次長級

79,703

6ヵ月定期
代で一括支
給（上限
月55,000
円）

8,000
10,000

正規の勤務時間として午後10時から
午前5時まで勤務した場合、1時間当
たり給与額に25/100を乗じた額を支
給

課長代理

390,413

2,526 50,520

課長級

―

15,800

50㎞

支給額、役
職が異なる

51,000

10,000

次　　長

課長代理級

夜間勤務手当

同

10㎞

6,500

円
円

同

円

42,000

66,000

28,000

12,900

24,400

18,700

31,600

56,000

2㎞

20㎞

課　　長

部長級

4,200

2,000 5㎞

16歳～22歳の扶養親族
(子)

5,000

29,800

55㎞

管理職手当

（２８年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価
支給実績

（２８年度決算）
国の制度
との異同

5㎞

50㎞

45㎞

15㎞

部　　長

理　事

30㎞

25㎞

60㎞以上

休日に正規の勤務時間中の勤務を命
じられた場合、1時間当たり給与額に
135/100～160/100を乗じた額を支給

支給職員１人当たり

26,200

60㎞

26,103

を加算

子
(配偶者のいない場合の1
人目の子など)

借家（最高支給限度額）

休日勤務手当

20㎞

45㎞

15㎞

40㎞

40㎞35㎞

30㎞

―

異

21,600

同配偶者

55㎞

25㎞

27,000

35㎞

平均支給年額

扶養手当

父、母等

同

同

10,000

10㎞

―

309,931

―

26,964住居手当

71,515

―

52,785

算出方法

―

236,704

国の制度と
異なる内容

603,811

通勤手当

7,100

7



５　特別職の報酬等の状況（２９年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

742,500×在職月数×30／100

700,000×在職月数×25／100

(注） １ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

          １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

10,692,000

（参考）類似団体における最高／最低額

266,000591,000

議 員

357,000

1,061,000

700,000

任期ごとに支給

市 長

　　（２８年度支給割合）

任期ごとに支給

区 分

副 市 長

465,000

571,500 653,000

議 長

副 市 長 4.15

給

料

4.15

621,000 990,000

8,400,000

540,000

市 長

294,000

議 員

　　（２８年度支給割合）

742,500

副 市 長

市 長

副 議 長

退
職
手
当

期
末
手
当

報

酬

議 長

副 議 長

給 料 月 額 等

885,000 602,300
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（増の理由）

（減の理由）

（減の理由）

（増の理由）

＜参考＞
人

人）

（増の理由）

（増の理由）

＜参考＞
人

人）

（増の理由）

（増の理由）

＜参考＞
人

（注）　１ 定員管理調査による一般職に属する職員数であり、臨時または非常勤職員を除きます。

２ [     ]内は、条例定数の合計です。

機構改革に伴う営繕部署、公園管理部署の新設
のため。

5

税　務 人

救急出動の増加に対応するため。

主な増減理由

人

対前年
増減数

[ 0人］

衛　生

99

人

人
リサイクルセンターの廃止に伴う減員のため。

人

　　　　　　区　　分
　部　　門

478

77

0人

2人

△6人

人

2人

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

合　　計

60.87

人

人

△4人

平成２８年

1人

学校規模適正化業務、指導主事業務、青少年育成関係業務
等の増加のため。
少人数学級実施のための小学校講師（任期付職員）が前年
度より1名増加したため。

認定こども園への移行に伴い、保育所相当クラ
スの一部が幼稚園相当クラス扱いとなったた
め。

△4人

土　木

機構改革による情報担当部門等の体制強化のた
め。

職 員 数

79

0人

人

人

人

教育部門

消防部門

人

総　務

人

小　計

人

議　会

平成２９年

普
通
会
計
部
門

474

76

人26 0人

水　道

60

8下水道

人

計

小　計

58

26

労　働

6

26

23

25

534 536

[  733人  ］

7

その他

人

人

88

32

0人

5

人

75

90

4 人

315

人

人

人

人

人

4

65

人

308

人

民　生

一
般
行
政
部
門

人

商　工

33

人

6

23

農林水産

93

2人

人

人

1人人

△7人

人69

1人

0人

人口1万人当たり職員数

62.78

再任用短時間職員の退職に伴う欠員補充のた
め。

人口1万人当たり職員数

（類似団体の人口1万人

当たりの職員数

39.55

人

人

人

再任用短時間職員の退職に伴う欠員補充のため。

[  733人  ］
68.57

△2人

1人

（類似団体の人口1万人

当たりの職員数

人口1万人当たり職員数

48.84

0人
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（2)年齢別職員構成の状況（２９年４月１日現在）

　

（注）　全職種での年齢構成です（教育長は除きます）。

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

２４年

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

26

92人

～

以上

～

88人

309人

466人 475人

531人

～～

521人 （12.5%）

478人

74

２６年

一般行政

60人

73人消　防

教　育

区　分

未満

305人

480 53

２５年

62 4721

31歳

人

　　　　　　　　年　度

部　門　別

人

23歳

人

36歳

35歳

～

人

39歳 43歳

48歳

人

27歳

職員数

71人

総合計

普通会計計

58人公営企業等会計計

536人

人

300人

28歳

２７年

20歳20歳 24歳

～～

74人

32歳

88人89人

40

44歳

人

73人

536人

478人

75人

534

58人

59歳

96

人

62

316人

（0％）

89人

55人

466人

534人

0人

520人 22人

56人

（1.7%）

5人

（2.7%）

76人

8人

1人

60人

90人

２９年

（7.0%）

308人

（1.1%）

474人

5

過去５年間
の増減数（率）

人

計

8人315人

２８年

人

55歳

人人

40歳

47歳 51歳

56歳 60歳

～～

人

52歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%

10



【技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取り組みについて】

１．現状について

（1）職種ごとの人数、平均年齢、平均給与など及び民間データ

（2）年齢別職員数について

うち清掃職員

うち学校給食員

（3）その他給与に関する事項

　給料表は一般給料表を適用しており、また、諸手当や昇給の基準なども一般職員と同様です。

２．基本的な考え方について

３．具体的な取組内容について

４．その他

31歳

32歳

～

27歳

3人

40歳

23人6人

18人

51歳

～

技能労務職員

うちその他職員

～

24歳

　学校校務員の業務については、こどもの安全確保に留意しつつ、平成２０年度から組織体制を見直し、各学校への配置は
正規職員以外で行うこととしました。
　学校給食センターの業務については、安全性の確保と運営責任に留意しつつ、施設の建替えや改修に合わせて、調理・配
送業務の効率化を図っていきます。
　ごみ収集・運搬業務については、早急な民間委託の拡大は財政効果が期待できないため、退職者の状況を踏まえながら、
内部体制の見直しにより効率化に努めます。その中で、ごみ収集・運搬業務以外にも、庶務的業務や作業計画・ごみの減量
化などに関する企画・立案・啓発事業などにも引き続き従事することにより、業務の効率化を図ります。

9人

5人

52歳48歳

5人

「２　職員の平均給与月額、初任給等の状況」における「(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２
９年４月１日現在）」の「②技能労務職」の欄のとおりです。

～ ～ ～区　　分

47歳 59歳55歳

10人

計～ ～

1人5人

14人

1人

2人

6人

49人

6人

11人

3人

23歳 43歳

2人

2人

39歳

　社会経済情勢の変化等を踏まえて、民間と行政との適切な役割分担を行いながら、市全体として職員定数の適正化を図っ
ています。
　その中で、技能労務職については、平成１４年度以降、退職者不補充として新規採用は行っておりません。今後、限られ
た職員数の中で、「行政でしかできない分野」で人材を有効に活用するために、組織体制や業務内容の見直しとともに、職
種の枠にとらわれない職員配置など弾力的な人材活用を行っていきます。
　また、給与面に関しては、生計費や他の地方公共団体、民間の給与なども考慮し、市全体として適正な運用を行っていき
ます。

　今後も、市民サービスの維持向上に留意しつつ、職員定数の適正化や事務事業の見直し、業務の効率化を図っていきま
す。

35歳 以上

15人

～ ～

20歳 44歳 60歳56歳28歳 36歳
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注） １ 職員手当には退職手当を含みません。

イ　 特記事項

１ 給料は、平成２２年４月から２％を減額しています。（平成２８年３月まで）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） １ 基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合計額です。

２ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２８年度支給割合） （２８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  5～20％

（注）　１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２ 支給割合などは標準的なものです。

区　　分 平　均　年　齢

1,482

市町村平均

(参考)

基本給

職員給与費比率

千円

15.9

職員手当

千円

総費用に占める

％

千円

％

人

28

千円

区　分

Ａ

319,0501,361,781

年度

千円年度

純損益又は実

Ａ Ｂ／Ａ

職員数

給　 料

28

市町村平均

26,92031

43.6

１人当たり平均支給額（２８年度）

513,093

１人当たり平均支給額（２８年度）

1.70

―

0.80

343,701

1.45

―

交野市水道局

2.60

44.4

―

市 町 村 平 均

1,686

6,166

374,230

交野市水道局

555,442

27年度の総費用に占　質収支

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

15.4

区　分

総費用

める職員給与費比率

216,327

Ｂ

一人当たり

平均月収額

千円

184,016

計　　Ｂ 給与費 　B/A

　　　　　千円

期末・勤勉手当

5,936

市町村平均とは、市町村（政令指定都市を除く）の水道事
業（簡易水道事業を含む）の一人当たり給与費　（以下同
じ）

111,078

千円

千円

46,018
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イ　退職手当（２９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(勧奨退職者に限り　2％～20％)

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　 千円

（注） 水道局から２８年度に支給した退職手当はありません。

ウ　地域手当

（２９年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２９年４月１日現在）

千円

　円

　％

3

電気主任技術業務従事手当 電気主任技術者に選任され、その業務に従事した職員 日額１００円

水道料金徴収業務従事手当 水道料金の実地徴収等の業務に従事した職員 日額２００円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

2 職員１人あたり平均支出額を算出する際の職員数は、「支給実績（各年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。

市町村平均

41.325 ―

手当の種類（手当数）

34.5825

49.59 ―

―

397,516

―

49.59

13.3

支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

全地域

3,533

―

支給対象職員数

水質検査等を行うため塩酸、硫酸、硝酸等の有害物を取扱った職員 日額１００円

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

―

106

20.445

―

49.59

12,323

支給率

－

交野市水道局

左記職員に対する支給単価

10,251－

29.145

―

職員全体に占める手当支給職員の割合（２８年度）

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（２８年度決算）

支給実績（２８年度決算）

10

3,140

有害危険物取扱業務従事手当

―25.55625

支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算）

支給対象地域

10

支給実績（２８年度決算）

2,831

支給実績（２７年度決算）

157

143

31
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カ　その他の手当（２９年４月１日現在）

人数

円 16

円 6

円 21

円 8

円 0

円 0

一般行政職
の制度と異
なる内容

240,313

〃

支給実績
（２８年度決算）

手　当　名

４（６）の交野市の内容と同じです。扶養手当

557,125

74,048

千円

平均支給年額内容及び支給単価

300,500千円

千円

千円

夜間勤務手当

通勤手当 1,555

休日勤務手当

住居手当 1,803

〃

〃

管理職手当 4,457

0〃

0

0 千円

0 千円〃

（２８年度決算）

支給職員１人当たり一般行政職
の制度との
異同

3,845
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